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沖縄におけるドル切替えをめぐる

論争については)

(321) 1 

小野一一郎

1958年 8月 23日，午後2時， 琉球高等弁務官 (HighCommissioner of the 

RyukYll Islands)プース中将は. 1948年 7月以来沖縄における法定通貨であっ

たB円軍票を近〈ドルに切替えることを発表した。(交換率120B円 1ドノレ ;B

円の対ドルVートは1950年4月12日以来このvートであった。)

9月 15日， 午後2時，高等弁務官布令第14号「通貨J(HICOM O，di同 nce

NUlllber 14 "Currency つが公布され， これによって 9月 16日以降合衆国ドノレ

が琉球列島の法定通貨となることが決定された。

11958年 9月 16日午前0時 1分から，米国ヒおいて通貨土して疏通するこ

とを認められている米国のすべての硬貨及び紙幣からなる米国Fノレを野球列島

における法定通貨とする。 1958年 9月 20日24時から米国ドノレ壱もって琉球列

島における唯一の法貨とする。 …・(同布令第1条)Jと。(琉球銀行調査部編『金

融経済j1958年10月号)

日米安保条約の改定交渉の開始 (1958年10月)を前に実施された， この沖縄

における通貨改革一一ドルそのものによる沖縄の直接的掌握ーーがa アメリカ

極東政策展開の主要な一環として打ち出されたものであったことは，すでに多

くの人々によって指摘されているへもっともそれらにあっては，この改革が，

イy ドヨノナからのフラ Yの退場一一ーイ y ドシナの幣制改革ーーにつながる195()

年代後半のアメリカの極東通貨政策の展開=ドノレ連繋通貨体制の構築=ドノレ圏

拡大=極東における旧帝国主義通貨圏(ぞれはさらに歴史を遡れば極東メキシヨ

ドル系通貨圏に一致する)の解体と再編過程の進行における一環としての位置と

連続性において把握されていないのであるが。

キ およそ近刊の沖縄関係の文献でこの問題にふれてないものはないといってよいが，



2 (322) 第四巻第4号

筆者の目にふれたかぎりの，主なものだけに限定してもつぎのとおり。

小林英司「沖縄小笠原J(朝日新聞社調査研究室編「日本の安全保障をめぐる諸問

題』上巻，非公刊資料， 1959年2月刊所収);国場辛太郎日中縄とアメリカ帝国主義」

「経済評論011962月1月号，牧瀬恒二m度線の沖縄』新日本出版社， 1963年9月。な
お岡倉古志郎・噸山芳郎編『新植民地主義』岩波書庖， 1964年7月におけるこの問題

についての言及も同民によるものと思われ Oo ;中野好夫・新崎盛輝『沖縄問題一十年』

岩波新書， 1965年6月;宮里政玄『アメリカの沖縄統治』岩波書庖， 1966年2月，

森田俊男『アメリカの沖縄教育政策』明治図書出版， 1966年4月;朝日新聞安全保障

問題研究会『アメリカ戦時下の沖縄~ (朝日市民教室『日本の安全保障」第G巻)， 1田7

年 2月。

なお， ドノレ切替えの経緯そのものにワいては， 宝村信雄「ドル切替物語J (前掲

『金融経済~ 1958年10月号所収);琉球銀行『琉球銀行十年史011962年3月を参照。

ところで，この沖縄の通貨改革 それは従来のドノレ系通貨B円(ドノレ準備

発行通貨)から『ノレそのものへの転換壱意味する点で，たんに沖縄にとどまら

ず，日本幣制史における，さらに第2次犬戦後の極東幣制史における劃期をな

すものE思われるーーをめぐって当時仲縄において当地の代表的な新聞紙土で

興味深い論争が行なわれているヘ

ところがこの論争は少なくとも本土においては，ほとんど取り上げられるこ

となく終った。私自身もこの論争に深い興味をおぼえながら，関係資料を入手

しえないまま，これまで，放棄していたのであるが，最近漸く論争関係資料を

収集しえた機会にこの論争を紹介すると共に，それ壱通して沖縄通貨制度につ

いて若干の検討を行なってみたいと思う。

キ この論争についての最初の言及は私のし Oかぎりでは上記の小林英司氏の論文で

あると思われる。公刊のものでは， 吉野俊彦『琉球旅行記~ (至誠堂， 1960年)にお

いて，はじめて，この論争の所在とその沖縄通貨史上での重要性が指摘されている。

しかし両者はし、ずれも論争の内容に深く立入ったものではなし九

I ドJJ，切替え肯定論の展開ーーその1一一

ドル切替えの前後壱通じて， ドノレ切替えについて，一貫して積極的肯定論を

展開し，論争発生の契機壱与えたのは当時琉球銀行調脊課長， ドノレ切替え対策
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政策委員であった宝村信雄氏〔のちに琉球開発金融公社総裁)であるが，氏の所論

にふれるまえに，まず，氏の所論の出現する当時の沖縄言論界の動向について

簡単にふれておこう。

琉球住民側が通貨のドノレへの切替えということをはじめて知ったのは，その

前目に沖縄に駐留する米国軍隊の使用していた M.P. C. (ドル妄示軍票一一米

国領土外に駐在するアメロカ軍人軍属専用のドル表示の軍支払証票一一〉がすべて合

衆国ドノレに切替fられた 1958年4月 12日の沖縄の英字新聞そーニ Yグスター

紙の社説においてであったといわれる。同社説は「ついでにB円軍票も廃止し

て合衆国ドルに琉球地域の通貨を統一せよJと主張している。さらに 6月14日

同紙は再び社説において「米琉合同経済財政諮問委員会の発足にあたってB円

をドルに切替えるべきだJと主張した。

沖縄の報道機関としては，沖縄タイムスが6月 16日同紙の「大絃小絃」欄で

はじめてB円のドノレ切替えの噂にふれた。この時を契機として沖縄の政界，経

済界でも次第に通貨切替えの利害得失が論じられるにいたった。さらに 6月26

百の沖縄タイムスでは7月 1日ドノレ切替え説が大きくとり上げられているが，

依然その噂の出所は不明であるとしている。

なお，こ0時の報道ではトノレ切替えに関する利害得失壱つぎのように指摘し

ている。まず有利な点としては，① すべての銀行が外国と直接取引きが可能

とI;t9 .資金供給面は有利となる。⑧ 為替売買が不要となり，琉球企業に有

利である o ③ 貨幣切上げの形になるのでアメリカ以外の固からの輸入はいく

ぶん有利となる。不利な点としては，① 民族資本の!究分寺っけに((なるの

で，民族資本による経済続興計画等に困難さが増大する。⑧ アメりカ以外の

同かιの輸入が有利になる反面，輸出が不利になる。③ 外人企業の闇取引き

が現状より大ぴらになれさらに外人の自由投資で琉球人企業は相当な圧迫を

うける。(前掲『琉球銀行十年吏~ 330-331頁)

7月2日の共同電はドノレ切替え措置がとられても，ぞれはなんら琉球の政治

的地位や日本の潜在的主権に影響を与えるものではないというヮγYトγ当局
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の言明を伝えた。しかしなお，アメリカの責任ある地位の確定的な明言は与え

られなかった。 (1琉球新報j7月713夕刊)

アメリカにおいて， 沖縄におけるドノレ切替えが決定されたのはすでに 1958よ

年 3月であった。 4月 11日の M.P. C. (ドノレ表示軍票)のドノレ切替えはすで

にその決定が実行段階に入ったことを物語っているが， 5月 13日にはアメリカ

本国政府上り琉球列島米民政府 (TheU川 tedS同士四 CivilAdministration of the 

Ryuku Islands) !:-:対して民政府独自で通貨交換事務を実施するよう意向打診が

行なわれている。

5月23日ブース高等弁務官は当間行政主席， 安里立法院議長，宮原琉銀総

裁等を軍司令部に招致し， r交換の準備が出来次第，琉球列島の法貨をB円から
米ドノレに切替える旨」を伝えるとともに，それまでは厳重に秘密を守るように

要求したといわれる。予定では翌日ドノレ切替え壱正式に発表するため事前に琉

球の指導者にその旨通知するはずであったが，在日米大使館からの至急電によ

りて中止されたといわれる。それは r~ 本政府がまだ同意しない。特に総選挙

中であるので，このような発表が，日本の民心を刺戟して選挙の結果に影響し

ないとも限らないので当分見合わされたし、」という内容であったとされてL、る。

つまり， ドル切替えは本来5月 24日に発表される予定だったことがこれによ

ってもうかがわれる。 つづいて 5月2日日交換用の合衆国通貨をのせた軍用船

は那覇に到着し， 民政府によって保管された。(宝村信雄「ドノレ切替物語J， 前掲l

『金融経済~ 1958年10月号所収)

つまりドノレ切替えは当時すでにアメリカによって実行を決定された既定の事

実であり，ただ発表の時期の選択だけが残された問題であったにすぎなL、。ぞ

れはそもそもはじめから，沖縄の，あるいは日本の意志の彼岸に横たわってい、

たのである。

それはともかくとして，少なくとも当時沖縄の一般的世論はドノレ切替えにか

なり批判的であった。宝村信雄氏の最初の論稿「米ドノレ通貨の沖縄経済ヒ及ぼ

す影響J(1琉球新報j1958年7月5日 Bヨ夕刊連載)が現われたのはこのような
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時であった。つぎに尽の所論をうかがうことにしよう。

(325) 

氏は冒頭において，第三者としての客観的妥当性壱固守「るとしづ基本態度

を堅持しながら iB円の代りに米ドノレが，沖縄の通貨となった場合を仮定し，

経済上に及ぼす影響を究明するのが小論の目的である。Jiしかしかかる論を展

開するためには，はコきりした仮説壱設け，それに基づいて理論壱展開しない

限れ徒労に帰するだけだ。」とし， ドルを通貨として使用する根本理由と氏

が考える 4項日の仮設を設けている。 i① ドノレ壱通貨とするには自由為替の

原則壱守れ為替レートは市場の需給関係において自由にきまる。⑧ 国際資

本の琉球への出入は自由でこれを阻む統制は課されない。③ 輸出入を現行以

上極端に阻害するような関税及び輸出入統制は課されない。④ 個人企業の自

由競争を原則とする。J

氏によれば，もし米ドノレが通貨になれば，以上の仮説の上では大体つぎの 6

つの利点があげられる。第 1に「為替vート上沖縄住民は実質的に非常に得壱

する。j ドノレは世界の最健全通貨として， どこの世界でも適用し， また誰もが

これを獲得しようと欲する。しかも沖縄の通貨がドノレになれば，外国人がドノレ

を獲得しようとすれば，ただで持ち出すわけにはも、かないから，必ずこれに対

する正当な対価，つまり物資またはサービスを提供しなければならなし '0 i従

ってドノレに対1る需要競争が起って外国の物資またはサービスの過剰供給が起

ることが予想される。J 具体的にいうとこうなる。つまり現在 1ドノレ=日本円

:360円であるが， これが実質的に400円また500円といった市場の実際相場を

反映するようになる。「し、ままで120B 円(~ 1引ので買っていた品物が1ド

ル以下の 9日または80セY トで (B円で100円または90円で)手に入るようにな

る。j現在日本は 1トノレ=360円の公定固定V ートをとっているが，このレート

は日本の内部でしか規制力はなし 「香港やアメリカの自由市場では 1ドル=

Aω 円Eか42ゆ円といった実務相場がたっている。前項の仮定では，沖縄でも

当然との相場がたつわけだ。Ji強い通貨には為替レートにプレミアムがついて

7実質的には非常に安い値段で物壱輸入することができるのが世界の定説である。
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この為替レート上の実質的利益の問題は看過されがちであるが，非常な利益を

沖縄経済にもたらすであろう。」

したがって輸入量は変らな〈ても，これに対する外貨支払を節約することが

できる。かりに一割輸入価格を下げることができたとすれば，輸入価格はそれ

だけ安くなるわけだから，外貨を節約した土に物価はそれだけ下落する。かく

て島民の実際生活水準は，所得が同一なら，当然それに応じて上昇することに

なる。 琉球経済は外国貿易が国民所得の 70%壱しめる貿易依存度の高い経済

だから， r貿易の条件がそれだけ好転すれば，経済の 70%は好転した分だけ
の受話者となる。つ主り島民の犬多数はとれによって犬舎な利益壱ろ品こ正に

なる。」以上が氏のいう利益の第1点である。(同上紙， 7月5日)

(端的にいうと，氏によれば， ドノレ切替えは日本とし、う外国とi中縄問の交易

条件壱，沖縄側に有利にするということになるだろう。けだし沖縄負易に占め

る日本の地位は圧倒的であり，かつドノレに対する需要競争要因は日本壱除く先

進国では相対的に軽減されつつあったからである。 1958年が，むしろすでにド

ル危機の開始のときであり，年末にはヨーロッパにおける通貨の交換性の回復

がみられたときであったことを想起せよ。しかしその点はさしおくとしても，

香港市場あるいはアメリカ市場という，ドノレ(円に対する)為替市場としては

狭隆かっ特殊な需要要因によって限定された市場でのドノレの円相場が，果して

円の実勢を反映するものであると仮定できるであろうか。円に対するドノレ為替

の支配的市場は日本である。さらに沖縄の貿易依存度の高位と対外パヲ"7-の

構造(巨額の入超を基地収入でカバー守るとし、う〕からくる沖縄の輸入需要の強度と

輸入需要実現の速度の問題が企く無視されている。これに関連してつぎのこと

も指摘しうる。 B円下の沖縄でも外国貿易をいとなむ沖縄人はドノレを使用して

いた，つまり対外決済はドノレで行なっていた。もしドノレ決済が交易条件の有利

化をもたらすものとすれば，それは切替え以前にもすでに存在していたといえ

るであろう。さらにここでは貿易依存度の高い場合，交易条件の利益は常に普

遍的に全住民に均宿されるということが，説明なしに結論されている。)
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第 2の利点はこうである。「現在沖縄の外貨収入の 80%は島内の軍工事基地

としての収入である。米ドノレが通貨になればB円圏やドノレ圏在いう区別がな〈

なる。」したがって従来7-'リカ兵がキャパVーで遊んでB円壱使い果すと，ド

ノレをうけとることができなかった(つまりあとは食い逃げ)。 タグ γ ー運転手は

米兵からドルをうけEることは不法であった(つまりただ乗り)0 Iしかし米ド

ルになればこのような不便，不合理は消滅する，従ってその分だけドノレ獲得の

機会がふえる。」日中継の現在の高い生活水準はアメリカ軍駐屯にその源を発し

ているこ Eは否定できない。かくて軍事基地依存の経済は，好むと好まざると

に拘らず， 強化されざるをえない。」 ドル切替えはこの場合沖縄のドノレ獲得機

会を一層拡大するだけでなしさきにのベた輸入値の下落からくる輸出産業へ

の好影響を与える点を見逃してはいけない。つまり，輸入原料が安くなり生活

費も安〈なるからコストが下がる。したがって輸出物のコエトをさげて困際競

争にたえるか，または輸出値をそのまま保有するとすれば，それだけ企業利潤

が増大する。 Iかくてドノレの収支両面からみると， もし輸入にともなう支出で

一割の節約をし，島内基地収入及び輸出 C一割ふやすことができるとすれば，

ドル収支はパランコえするとU、うすばらしい予想が立つ。」 たとえこのようにう

まくし、かなくても対外収支を好転させるとし、える。もちろんそれは沖縄人企業

家がドノレの獲得に成功し，タ1人企業家にドル収入を吸収されないかぎりのこと

であるが。要するに， ドノレ切替えは， ドノレ獲得機会巷増大せしめ，輸出を増大

し，企業利潤を増大し，国際収支を好転せしめるとしサ利点壱もっているので

ある。(同上， 7月6日)

(ととではドノレ切替えによる交易条件の好転の利益がさきの場合は沖縄住民

全体に及ぶものであったのが，すべて沖縄企業に帰属するごとくおきかえられ

ている点に注目せよ。さらに一体沖縄はし、かなる輸出産業壱発展させうるとい

ろのか。ドノレ所得が基地収入の増大を通じて増加すればそれは必ず輸入増をま

ねき，さし当っては目本との貿易収支はますますアYパラ Yスとなる筈である o

またB円であったためにただ飲み，ただ乗りされたというが，ドノレになっても，



8 (328) 第四巻第4号

なければ払わないという己とには変りはないのだから， ドノレになればこういう

ことはなくなってドル稼得がふえるというのはおかしし、。沖縄が基地になった

から高い生活水準を保持しているというが，それがし、えるなら逆にもし墓地に

なっていなければ，沖縄住民ほ日本人として本土住民と同じように現在よりも

より高い所得水準を実現していたはずであるともいえるだろう。)

第3の利点について。通貨がドルになれば，外国資本が沖縄に殺到する。こ

こに激烈なサーヒ、ス競争が起る。その場合「外人事業家の独占という事態が仮

に起るとしても，簡単に起るのではない。外人はまず必要な資本を注ぎこみ，

設備資材壱ととのえ，琉球人以上のよりよきサーピスを提供しない限り，この

ような事態は起らない。その結果，物が安くなり，サーピスがよくなれば一般

大衆は助かる。j 沖縄経済の現状は外人の指摘するように， 安易な保護の下に

既成事業家が安泰壱むさぼり，積極的な事業改善の意欲がみられない。このま

ま放置すれば，何等の経済発展も進歩改善も期待されない。明治以後の日本の

発展も，鎖国体系をやめ，外国文明との接触により，日本人の能力が啓発され

て，外国の先進技術壱吸収消化しえたからである。

「外国人の事業成立によって沖縄経済は一大刺執をうけ，軍人相手の虚業，

ホテル産業，加工工業，両替屋等が発展fるo 事業が起れば雇用が増大し，国

民所得は増加する。所得配分が外人事業家に多くし、くかもしれないが，所得も

雇用もふえず無為徒食するよりまだましだ。」 しかし所得増分の分け前は沖縄

人の能力如何によるのである。これを巨視的にみれば沖縄島全体の富と所得が

増大して，沖縄人の牛活水準が上がればよいのであって，外国企業がやってき

て，それによって所得全体がふえるなら， I一般大衆にとっては何も分け前が

ないよりは，おすそわけがあって住民の生活水準が上がればそれでよいではな

司、か。」しかも増大する所得をもたらす施設や， さま礎設備はほとんど大部分長

期的に沖縄に残って経済成長に貢献するのである。 I後世の史家は一世紀も遅

れた沖縄経済が，近代的経済に成長したのは， ドノレ通貨の導入が一因である」

と記録するかもしれないとされている。(向上 7月6日)
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(ここではドノレの島内企業家による利益の取得がはずされて，利益は外国企

業家の手中におち，それでも何もないよりまし，おすそわけにあづかるだけで

も結構というところまで一段と後退をとげる。つまりはじめは住民全体の利益

であったものが，つぎには島内企業家にうつり，さらに外国企業家へ。それで

もまだましということになる。引き合いに明治日本の発展がもち出されている

が，アナロジーもここまでくると逆にユーそアをおぼえる。)

第 4の利点。氏はいう。これまでのB円体制のもとでは，自由にドノレを海外

に持ち出すことができなかった o 日本に旅行するにも 1人150ドノレしかもって

いけない。土地代を一括払でもらって，南米に雄飛したいと思っても，日本の利

廻りのよい株式に投資するにも，事業を興すにも，また軍事基地でおもしろく

ない沖縄をさって内地へいって暮そうとしても，また留学中の子供に送金しよ

うと思っても，制限があった。米ドルになればそれが自由になる。 Iつまり米

ドノレは沖縄住民個々の自由意志の行使を許し，各人の最大満足と最大利廻りを

具現させる基礎要因となる。J各人はしたがってドノレ獲得に一層精励する己と

になるだろう。このドノレのために精出すという動機や刺戟は経済発展の要因で

ある o Iつまり，沖縄からドノレは持ち出されるかもしれないが，持ち出された

だけの効果と価値及び利廻りは最大限に発揮されるわけだ。個々の最大限の総

和は最大である。そしてそれは，人間本来の利潤追求につながり，経済行動の

本質的刺戟となコて経済発展の起動力となるのである。J(同上， 7月7日)

〈沖縄人にとって，沖縄を去るために，またやがて日本の株式に投資すると

いう希望のために働きつづけることが仲縄人に最高の満足を与え，発展の起動

力要因になるという。しかし，このような行動原理を持し，最大満足の充足に

努力しうる沖縄人とは一体誰か。同時にここでは，獲得された所得あるいは利

益，蓄積=発展の原動力の外部への流出の可能性が結果的には逆に暴露されて

し、る。)

第 5の利点についてはこうだ。資金の流出入が自由になると，沖縄では資金

が枯渇しないか。つまり資本逃避による衝撃を心配する向があるが， Iこれに
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対して，アメリカが沖縄に駐屯している限り，必安な資金は必ず流通し，住民

の生活水準は保持されるとし刊、たい。Jli中縄でもう付られる事業が存在する限

れたとい資本が一旦逃避しても，資金は再び戻ってきて，事業が興るのは当

然である。資本の逃避が起るのは沖縄経済に見込みがなくなったときであるが，

米軍隊が駐屯すZ聞は犬いに見込みがある。」

過去5年聞の沖縄の月平均ドル収入を梗算すると，軍基地から上がる阪入が

約 400万ドノレ。軍用地代が約 30万ドノレ。海外資令， 貿易外受取その他雑収入

約 120万ドノレ。貿易受取が約 100万ドル。合計月平均650万ドルが最低として

みつもられる。これに対して月平均の貿易支出は 700万ドノレである。トソレ切替

えで輸入物価が下がるとすれば， ドノレ収支は大体収支相つぐなうから沖縄経済

に心配はない。

逃避がおこるのは自己の通貨に自信がもてないからで，価値がなくなる恐れ

があるから安全な所へ逃げるのである。 Iドノレは世界に通用力壱持ち，健全な

通貨である。.....ーだから誰しもドノレに安心感をもつだろう。ドノレに安心感をも

っている聞は海外に逃避する割合は少なし逃避する分は，夫々海外で最大の

満足と利潤を求めて流出する分のみである。だから放っておいても1中継でもう

けようと思えばまた帰ってくるカネである。J(向上， 7月7日)

(たしかに，通貨価値の不安からくる島内資金の逃避はさし当りないだろう。

しかしここで問題にしている逃避ははじめからそういう意味での資本逃避では

ないはずである。島外企業が沖縄に進出し中縄の巾小企業が圧迫をうけて，

利子生み資本家に転化(本土あるいは外国銀行・企業への投資〉することなら生ず

る逃避(資本持分形態の変化より生ずる)の可能性は存存する。氏のL寸現在の

バランスは将来の保障とはならない。しかしそのことは氏 ξはちがったいみで，

国際収支面かちはさし当り問題ではない。そもそも通貨が全部ドノレになるのだ

から支払いうるかぎり国際収支問題は，消滅してしまうからであるJ

最後に第6の利点。 B円がドノレに代われIf，ぞれは目本にとっても好ましい

ことになる。というのは，もし沖縄が日本に復帰する場合には， I日本政府は
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沖縄住民からドノレをうけとって 1ドルにつき 360円を手渡し， このドノレを日本

の外貨として対外決済に大いに活用できる。JI何はともあれ，何ら裏づけのな

い軍票 (B円)がドノレと七、う世界通貨に代わるということは， 通貨価値そのも

のからみれば，日琉相互にとって歓迎さるべきであろう。J(向上.7月8日)

(ドノレ切替えは沖縄の恒久的な支配を意図するものである←一一そうでなけれ

ばドノレに変える必要はないから かぎり，復帰の際に円の代り仁ドノレが手に

入るということは極めて時期的に確定しえないことである。しかもぞの場合ド

ノレにたEえ代わるとしてもそれが現在の土うな地位にあるかどうかも確定的で

ない。このようなは志かなる未来のしかも不確定な効能を現在時点で論ずるこ

とは，理論的には無意味というほかはない。さらにアメリカは，かつて奄美大

島の本土への復帰の際 (19日年12月). 日本政府は島内流通のB円を円と交換

したのであるが， この際日本政府が回収した約2億のB円(当然これは日本の対

米債務請求権壱構成する〕に対して，ついに一文のわレも支払わなかった名誉あ

る歴史の保持者なのであることを想起せよ。なおここで氏はB円を無価値な軍

票といわれているが.B円は形式は軍票でも，ドル準備発行通貨であって，す

でにたんなる強制徴発証券ではない。この点はまたのちにふれる。〕

以上，琉球新報紙上における宝村氏の所論を逐条的に若干の注釈を加えなが

ら紹介した。氏がことわっておられるように，ここでは， ドノレ切替えの利点の

みが意識的にとり上げられている。氏によれば，その真意は今までの世論の動

向が『反対論』にのみ終始してし、るので，それでは公正妥当な意見に欠けるの

ではなし、かを懸念「るからであり，後日機会があれば沖縄経済に及ぼす悪影響

についてのベるであろう，とされている。さらに「ドルを通貨とすz米当局の

意図がわからないといろいろ憶測されているが. ~ドノレ通貨は長い日でみた場

合，沖縄経済を発展させる』という米当局の確信あっての措置だと解釈した方

が，本問題の検討上一番妥当だと思う。従って沖縄経済にプラスしないのであ

れば，その点を強調して訴えれば，既定の方針であ Jちでも実施前に案外簡単に

変更されるであろう。その意味でこの小論が徹底的な理論検討の手がかりとな
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れば幸いである。」とされている。(同上 7月8日)

しかしいずれにせよ，外国通貨の直接的使用をみずから(つまり被使用困民自

体が)これほどまで相手国の善意に信頼をおいて徹底的に擁護した文献は国際

的にもあまり例がない，ということだけをさし当り指摘しておきたい。

E ド)~切替え肯定論の展開ーーその z一一

8月以降沖縄では一般に通貨切替え実腕の見通しが強められ，それとともヒ

批判的な意見が琉球商工会議所をはじめ，各界・機関から提出されるようにな

るのであるが，それらの意見の多くは期せずしていずれも琉球列島独自の『軍

票以外の通貨』の発行を提起するものであった。たとえば，その代表的見解と

される 8月 13日付の沖縄タイムスの社説「琉球ドノレの発券壱提案する」は「軍

票であるB円の切替えは必要であるが，通貨の交換にあたっては，十分に民意

を尊重せよ。合衆国ドノレを琉球列島の法貨とすることには反対で，この際住民

自治権の拡大のためにも，通貨の発行を住民に移譲すべきだ。琉球列島の通貨

制度は合衆国ドノレを発行準備とする琉球ドノレを使用することが望ましい」など

の諸点壱主張している。 Cf琉球銀行十年史J331頁) また期日は明らかではない

が，琉球銀行も「米ドノレ切りかえには反対であること及びB円に代るべき琉球

銀行券壱発行せしめ，琉銀を実質的に中央銀行たらしめるよう」意見書を提出

したといわれる。(前掲『金融経済J1958年， 10月号)

琉球政府の諮問機関である経済審議会もつぎのような内容の「通貨に関する

建議書」を提出し，反対意見を表明している。すなわち，琉球列島で合衆国ド

ノレ号法貨として採用すれば「① 好ましくない外資が入札琉球企業を圧迫す

る恐れがある。② 外国金融資本壱利用する外資に対し，島内金融に依存して

いる琉球企業は全般的に，不利な立場に立たされる可能性がある。 ③ 琉球

企業の利用できる資金量が減少する。 C為替管理がなくなり，資本逃避の傾向が強

まる。) ④ 産業及び通貨対策の自主性は喪失される内⑤ 合衆国ドノレの使用

拡政治的，心理的に好ましくない。⑥ 対策として通貨，貿易等の管理権壱琉
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球政府に移譲し，琉球独自の政策壱遂行できるようにする。通貨は外貨を発行

準備とする琉球独自のものを発行する。Jcr沖縄タイムス』日月20日;r琉球新報j8

月 21 日，ただし前掲『琉銀十年史~332頁による。なお『朝日新聞~8 月 25~ 夕刊参照。〕

このような代表的世論に対して，当時沖縄において当初から積極的にドル採

用を主張していたのは在琉米人商工会議所，英字紙モ ュ y グ旦夕 など主と

してアメリカ側機関にすぎなかコた。

8月23日一般的な沖縄各界の反対にもかかわらず通貨切替えの断行が声明き

れた。プ一見高等弁務官の声明にみられる切番え実施理由はおよそつぎのとお

りであった。① 単一貨幣の制定により琉球およびその住民に多くの利益がも

たらされることが期待される。軍関係および外国貿易を営んでいる琉球の人は

すでにドル通貨を用いているので，これを民間のあらゆる社会に利用されるこ

とは，琉球における実業の活動壱大いに簡単化するものである c ⑧ 通貨切替

えは島内産業を奨励するばかりでなく，交換所などを無用ならしめることによ

って企業の運営費などもある程度少な〈する。この切替えによって速からず新

しい資本や技術力あるいは新しい産業人の生産意識をもった外国企業がくるがF

それは奨励さるべきであり，またそれは新しい投資誘因をつくり出ずであろう σ

それは新しく発展しつつある生産企業に投資され，それによって新しい職業を

生み出すものである。③ ドル切替えは島内企業に資するほかに国際取引きも

一段と促進される o また琉球の金融界ははじめて外国取引銀行と普通の金融関

係を結び，そして琉球企業界のために国際金融取引きも行なうことができる D

④ 通貨切替えには政治的意図は全くない。 cr沖縄タ司ム月~ 58午8月23日夕刊)

これに対する本土の反響として，発表当日の赤城官房長官談話は，つぎのよ

うにのベている o I沖縄では長い間軍票を使用していたが，とれば国際通貨では

なく，ドルへの切替えは経済的にみて当然の措置であろう。こんど?の捨置は政

治的な解釈をするよりも経済的問題とみる方が妥当であろう。打しろ将来の日

本復帰の場合は経済的負担は少なくなる土思う。Jcr琉球新報j ~月 24 日)翌 24

日，日本経済新閣はドノレ切替えに関する外務省筋見解壱つぎの上うに報じてし、
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る。 I① 琉球B円のドノレ切替えは新しい問題でなく，岸首相が訪米した際に

，{l957年6月)γイゼYハウア一大統領から問題が出され，日本側の了解を求め

た経緯もある。米政府は戦争が「んだのちも，軍票壱使用するためには国会の

承認を得なければならず，積極的な理由がないため困っていたと思われる。こ

のため4月にはすでに米軍だけトツレに切替える措置を完了している。② こん

どの措置は政治的な意味ぱなし全〈技術的・経済的な理由にもとづくもので，

一応日本政府も米側に了解壱与えていた。煎じとしてはあまりすっきりしない

が， といって日本円に切替えることはできないことで， やむをえない措置で

ある。J (~日本経済新聞j 1958年B月24日)

米日当局者が口をそろえて， ドノレ切替えの政治性を否定していることはまこ

とに興味深いが，それはともかくとして，この発表直後の時期に前記宝村信雄

氏の二番目の論稿「ドノレ切替えの経緯と影響」が前回と周じく琉球新報に連載

される*0 同紙.1958年8月27.28. 30. 31日夕刊連載〉

ホ なお前掲吉野俊彦『琉球旅行記j77頁ではこの論稿が『沖縄タイムスj (周年8

月27日 30日)所載となっているが，これは何かのあやまりであろう。

以下氏の所論の主要点を紹介しておきたい。氏はまず最初に通貨切替えがつ

いに断行され，弓は弦をはなれた。もはや徒らに死児の齢をかぞえ繰言をのベ

ていてもはじまらない。むしろ積極的に利益を功長し，不利益を最小限にとど

めるよう努)Jを結集すべきこと壱前置きとして，つぎのような主張を展開して

いる。

(1) ドノレ通貨の使用によって日本への復帰がおくれるのではないかという懸

念が一般にもたれているが，逆にドル通貨の使用に上って，かえって日木との

一距離は近〈なり，日本復帰の際の利益は増大した。その理由ほ 4つある。 I第

1に日本との為替および貿易取引の問題である。従来B同一ドル 日本円とい

うさ段階の突換過程を通じてすべての取引がなされてきたところが，いまから

はドノレ 日本円とし寸具合に直接交換になって，従来のB円とドルとの交換手

数がはぶける。それだけ日本との取引はやりやすい。」 自己の所有ドルはB円
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の場合とちがって，これからは自由に同本に持っていける。 rだからドノレ通貨
は実質的復帰への一歩であって，ゆめ後退ではと主い。」第2は，日本復帰の際に

ドノレが日本の所有になるとU、う利益があること。第3に，かつてのフィリッピ

ンのように属領でもドノレを使用していないところもあれば，中南米のパナマや

アフリフむのリベり 7のように完全な独立国でも米ドルを自国通貨(法貨)土し

て使用している国もある o rこれらの実例は我々に通貨の種類は国家の主権ま
たは帰属など政治的関係にかかわりなし 採用できることを明示している。」

米ドノレ壱使っても，琉球独自の関税が採用され，独自の貿易政策が遂行でき，

いつでも日本に復帰できるのである。第4に，これが一番重要であるが，こん

どのドノレ切替えは，日本政府が事前にアメリカから相談をうけて，賛意を与え

た了解済の措置である点である o

以上の 4つの根拠を綜合すれば， ドノレ切替えによって， 日本復帰がおくれる

とか阻害されるということは絶対にありえず，むしろかえって実際にB円より

さらに一歩日本に近づいたのである。これが氏の主張の第 1点である o (同上，

8月 27日)

(ドノレ切替えとは沖縄壱ドノレ圏に直接包摂するものであり，長期的にこれを

維持するためのものではなかったのか。アメりカは沖縄を日本に復帰せしめる

こと壱促進するために， ドノレ切替えをやる程のお人好しであるのか。 l、、ルにな

って日本円との関係が直接的なることをもって一歩前進というが，それならば

直接為替取引をもっ国はそれぞれ相手国に復帰しつつあるとでもいえるのであ

ろうか。直接的ドル使用によって，アメリカは従来のドル→B円ないしドノレ→

M.P.C.ドル→ B円としサ手数をはぷ(z" 1::ができる。それは基地沖縄の利

用の際のアメリカにとっての能率化=即時化壱いみするのではないのか。さら

に，フィリヅピ:/.パナマ， リベリア壱例として，使用通貨の種類は国家の主

権・帰属などと無関係に採用できる Eしているが，少くとも近代通貨史におい

て国家の主権・帰属，つ主り政治的関係と無関係にその国の使用通貨が決定さ

れる正いうこ Eがあったのだろうか。フィリッピγにおいてドノレが採用されず，
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ベソが使用されたのは当時における s アメリカの明確なナV 三ナノレ・イ Y タレ

旦トと結合していた(拙稿， ~経済論叢』第 90巻第 3 号所収参照)。 アメリカに従

属する，ハナマ， リベリアにおけるドル使用も同様である。属領，植民地，従

属国において宗主国がも、かなる通貨を使用するかは，与えられた条件にもとづ

く。いづれにせよ，それは宗主国の主権によって決定される事柄である。これ

が通貨史の常識である。)

(2) つぎになぜ急に米ドルに切替えられたか。切替えの経緯と原因は何かに

ついて。 氏の解答はつぎのようである。 そもそもこのドル切替えの直接の発

端は約1年半前の通貨調査団一行の来島にはじまる。 I統治地域の経済発展を

願うのは統治者の責任であり使命であるD 特に通貨制度の良杏はそこの経済発

展壱大きく左右する。しかも沖縄B円は内容はともあれ，形式的には軍票であ

る。」講和条約も発効した現在，戦時中の強制J証券をそのまま流通せしめるわけ

にはし、かない。そこで種々研究の結果，調査団は思いきってこれをドルに切替

えることを米政府に進言したのである。そうすれば一方において軍票のあとし

まつについて世界各国に卒先模範を示し r軍票の本国正貨による償還完了』
という効果壱ともなうし，他方においては『琉球の経済発展をもたらす」とい

う成果が期待できる。

米国が最近の国際慣例(軍票未償還とし寸〕を破って B円の全額償還の貴を果

したというととは「軍票史上特筆すべきことで今後の軍票処理について世界に

範例を示すもの」として注目されるべきである。つぎにもう 1つの経済発展に

ついては論議の余地もあろうが，ハりイやプエノレトリ=の実例からして「ドノレ

を使えば長い将来において必ず沖縄の経済は発展し，住民の生活水準は向上す

る」とし寸調査団の周到な経済i情勢分析の結果とられた措置であると思うロ

沖縄の国民所得の犬部分が軍事墓地から直接間接的に生ずる現在， ト勺レ切替え

は島内ドノレ獲得を拡犬するという考慮および沖縄経済の後進性を考えて，先進

技術および資本寺導入して経済開発k貢献せじめるという点などを考えれば，

ドノレ通貨はこの目的の達成寺助長するι4、うごとに調査団の結論が達したのだ
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と推察される o ドノレ切替えは決して突然やってきたのでなく，主た陸軍省の独

断によるものでなく，米国政府の各種機関が協議・検討を重ねた結果今岡の措

置がとられたのであり， ドル切替えまで 1年有余の歳月が，研究と協議に費や

されているのである。

つぎに琉球側が希望しかっ意見を出していた琉球独自の通貨，つまり琉銀券

の発行がなぜ行なわれなかったかという点であるが，フィりッピyで独自の通

貨ベソが採用されたのは，米国議会が比島の独立を認める決議を通過して後に

はじめて採用された。米国は比島の独立を前提としてのみ，独自通貨の使用を

みとめた。 I沖縄は将来独立とし寸前提はなく，早晩日本に返される島である a

それが対日平和条約のとりきめでもあるから，独立を前提とした独自通貨琉銀

券を許可するわけにし、かなかった」のである。

以上要するに氏にあっては， ドノレ切替えは平和条約にともなう軍票の光栄あ

る整理過程であれそれは沖縄の経済的発展を国標に長期入念の検討をへて決

定をみたものであり，かつ狙立を前提とせざるが故にt中縄独自の通貨発行を行

ないえないのは当然というわけである。〈同上 8月28日)

(だがそれは，何故ドノレ切替えが 1952年に着手吉れず，ほかならぬ 1957年

から着手をみたのか，また何故に 58年 5月にその実施を一度決意したのか壱

説明ずるものではなし、。さらにB円は軍票とはいえ，それはドノレに裏付けられ

た100l}も以上のドル準備通貨であり，すでに強制流通=徴発証券たる軍票の性質

からその流通を説明しうるものでないのしかもそのB円発行の準備ド/レは沖縄

住民によってかせぎ出されたものではなかったのか。 だからB円のドノレ切替え

はその意味では当然の措置であり，あえて軍票史上特筆さるべきとととしてア

メリカの誇りうる事態ではなかった。米国は比島の独立壱認めた故に独自通貨

の使用を許したとし、う。ではなぜ氏のし寸独立国ハナマ， リベリアがドノレを使

用するのか。いなフィリッピYにおけるべソ使用は独立の準か以前の米属領時

から使用されていたのではなかったのか。)

(3) ドノレに切替えは物価を上昇せしめるかの問題がある。この点についての
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氏の所説は前稿と本質的に変わ昌ものではなく，物価引下げに対する為替手数

料の軽減効果にふれている点だけが新味であるから紹介を省略する。

物価問題と関連していま 1つ端数処理の問題があz。氏はし、う。たとえば現

在 2円のパス賃は2セy トにすると B円で2円40銭で一般乗客は 40銭損をす

るという問題を生ずる。しかしこれも I売手と買手相互のちえくらべや創意工

夫によって，まとめて買ったれ文は数量を加減して売ったりすることにより自

然と大部分の物価は政府の指導や統制なしに解決でき，しかも自由競争の自然

力は必ず，最低値で均衡を保つものと信ずるJ 中には一腹の需給関係だけで

律せられない部分もある。公共事業関係の部分(電信，郵便，水道，電気)とか

米，あるいは石油など独占企業による部分， ，映画，理髪，風呂その他組合な

どの協定値を保っている部分である。しかしこれらは政府の施策・指導などに

よって調整しうるだろう。しかし基本的には自由競争による業者と消費者相互

のちえくらべによる自然的物価の調節により多くの期待と信頼を持ちたい。

いずれにしても切替え当初は若ずの混乱をまぬがれないかもしれないが，お

互の心掛け次第，創意工夫次第で物価問題も案ずるより生むが安いということ

になるであろう。(同上， 8月初日)

(宝村氏は何事にもよく信頼感をもって楽天的な結論を出される方だと思う。

B円からドノレへの変更は一見すると技術的には価格の尺度標準=計算単位の変

更であるから，ぞれ自体として物価を変動せしめるものではない上うに恩われ

るn しかし円からドノレ(銭→セント)へ，つまり単位価値の小宮いものから大

きいものへの変更からくる弊害は当然生ずるものと思われる O そもそも沖縄の

ように所得水準の低いところに，所得水準の高いアメリカにおいては適切な価

格の尺度単位をそのままもってくること自体がすでに問題があるといわねばな

るまい。 つまり lcmきざみの物尺で 7cmのものは正確にはかれるが，もし

それを 10cmきざみしかついていない物尺で正確にはかれるかということが

生ずるのと同じことが生まれるわけである。しかしそれはともかくとしても，

最低が従来の1円20銭(1セY けであるから，従来それ未満の価格のもので



神縄におけるドル切替えをめぐる論争について (1) (339) 19 

あれば，端数の矛盾を経済的に回避するには，一度にそれだけたくさん買わね

ばならないといったことが生ずる。たとえばマッチが 1個 1円とすれば端数問

題を解決するには5セント出して 6個買わねばならないといった具合である。

つまり物尺のきざみが大きくなったから，本来はかられる側の物の方を逆に物

尺に合わせろということになる。この場合物尺に合うように物の方を調整しな

ければならないのは小口買をする消費者である。つまり物尺の単位=計算単位

の変化そのものは技術的であっても，この計算単位の，変化にたいして，売買

の場合には，売手と買手が干等に適応、できるという保障はないということはこ

の点だけからもいえる。前例のパス賃 2B円は2セYトになると40銭の損とな

るという場合 5セ:/1-出せば2円の切符3枚買えるから，損とくなしになる

ト技術的にはいえるかもしれないが，乗客が3枚のノミ旦券壱必要土するをは必

ずしもいえない。ポケットに必ず5セ:/1、あるともいえない。しかもパスには

乗らねばならないのである。どうするか。一般的にいって買手はとうてい売手

とちえくらべなどできないのではなし、か。)

(4) 最後にドノレ切替えの実際影響と今後の見通しであるが，この点について

氏の所論は前稿の内容と異なるものではないが、前よりも一層具体化されてい

るので若干ふれておこう o 氏の意見はこうである。

要するにドル切替えによって起る直接かつ具体的変化は，① 為替管理の撤

ー廃，送金の自由，⑧ 琉球における諸銀行の外為替業務従事の自由，③ 好ま

しい外資の積極的奨励，④ 貿易自由化制限は必需最小限に留めるという点に

要約されるが(これは前稿では仮設とされた)， それらは自由主義， 個人主義

:的指導理念，経済理論的には古典派にもとづくものである。沖縄のように貿易

依存度の高い， しかも狭域経済においては「比較生産費原理にもとづく国際分

業の利益を長大限に活用し，位界の先進技術及び資本を有効に利用する経済政

策こそ，沖縄経済を恒久的にかつ全般的に発展させる経済指導原理たらねばな

らなしづし r世界物価に比していちじるしくコスト高になるような産業及び
¥物質に対する輸入規制または関税保護は撤廃さるペきである。」 さらに実際政
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治的考慮からしても， i沖縄は，日本経済の一環として考慮さるべきであり"

復帰後すぐ日本の同種業に潰されるような非能率企業は，保護育成しない方が

よろしい。その方が日本にも復帰の際，経済的負担をかけないですむ。復帰後

でも，対等に実力で勝っていける見込みのある産業，または， 日本政府も引続

いて保護するような産業，たとえば砂糖，バイ:/，水産業その他亜熱帯産物，

沖縄特有の工業品および島内附加価値の多い新企業をよく選定して，比較生産

費の低いものから保護奨励し，他はなるべく完全に自由かつ無関税とした方が，

どれだけ沖縄住民の実質生活水準が向上Fるかはかり知れない。」

要するに F/レ切替えは沖縄にとっては，ま古に経済革命である。その指導哩

念は自由主義・国際主義であり，この一貫した指導理念を理解せずにドノレ切替

えの経済学的意義を評価することはできないu 古来沖縄は他国の植民政策をも

自家薬簡中のものとして発展してきたのであり，それゆえとのドル切替えも，

究極的には必ず琉球経済に劃期的な繁栄をもたらすであろう。政策立案者(ア

メリヵ側)もそのような確信をもって結論を下したのだと思うとされている。

(同上， 8月31日)

(前稿で仮説の上に論じられたことが，ここではドノレ切替えにともなう具体

的変化として現われている。しかし貿易・資本の自由化はドル切替えと論理的

に何も直結するものではない。貿易・資本の自由化はいかなる貨幣制度のもと

でも可能なのであってB円体制下でもできるはずである。 B門のままでそれを

しないで，ドノレに切替えてそれ壱やるのはなぜか。それこそが問題なのであるか

さらに，いまこの経済的自由主義の問題をおいて聞はないとしても，そもそも

墓地沖縄において古典派理論が想定する生産諸要素の自由な国内的可動性を確

保しうるものであろうか。古典派貿易理論が作用する前提そのものが紳縄に附

与された基地的性格によって制限されはしないか。〕

以上私なりの最少限の覚え書的な注釈をつけながら，宝村氏の見解を紹介し

てきた。宝村氏の所論は，あらためて指摘するまでもなく， ドノレ切替えに対し

て全面的に，賛意をあたえるものであれその意味での一貫性をもっている。 φ 
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もとよりそれはドノレ切替えによって従来の特権的地位を失う琉球銀行の立場を

代弁するものではなしむしろフ'メリカの政策立案者にかわってアメリカの政

策意図を説明，擁護，宣伝する役割を客観的には荷なったものといってよいで

あるう。(ゾース戸明とのいちじるしい類似をみよ。)氏の主観的意図がどこに置か

れていたかは別として。

私が氏の所論を最初に取り上げたのは，ぞれがもつある意味でのユエークな

典型性と共に，とれらの論稿が，つぎに展開される論争の機縁壱あたえる基礎

的文献であったことにもよっている。宝村理論の全評価はし、ずれのちにドノレ切

替えの本質自体を検討する際に改めてあたえることになるであろう。




